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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第53期

当第２四半期
連結累計期間

第53期
当第２四半期
連結会計期間

第52期

会計期間

自　平成20年
　　  ４月１日
至　平成20年
　　  ９月30日

自　平成20年
　　  ７月１日
至　平成20年
　　  ９月30日

自　平成19年
　　　４月１日
至　平成20年
　　　３月31日

売上高 (千円) 10,353,8736,796,08926,371,702

経常利益 (千円) 144,926 367,2311,242,363

四半期(当期)純利益 (千円) 89,738 231,850 756,996

純資産額 (千円) ― 7,541,6627,546,046

総資産額 (千円) ― 21,471,08022,171,005

１株当たり純資産額 (円) ― 508.86 509.11

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 6.05 15.64 51.07

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 35.1 34.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △422,812 ― 704,859

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △77,073 ― 11,687

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 473,932 ― △434,702

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 1,188,9441,214,898

従業員数 (名) ― 677 650

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載していな

い。

２　売上高には、消費税等は含まれていない。

３　潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名) 677

(注) 従業員数は就業人員である。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名) 603

(注) 従業員数は就業人員である。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注実績
　

区分
当第２四半期連結会計期間(千円)

(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

鉄道関係工事 7,094,604

電力会社関係工事 397,597

官公庁・民間関係工事 1,978,286

合計 9,470,488

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていない。

　

(2) 売上実績
　

区分
当第２四半期連結会計期間(千円)

(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

鉄道関係工事 5,120,479

電力会社関係工事 817,621

官公庁・民間関係工事 791,716

その他 66,271

合計 6,796,089

(注) １　当連結グループでは工事事業以外では受注生産を行っていない。

２　当連結グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していない。

３　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

４　売上実績に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりである。

相手先

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

売上高(千円) 割合(％)

東日本旅客鉄道（株） 4,482,41766.0

　
　

(3) 売上にかかる季節的変動について

建設業においては、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中しているため、第１

四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比べ、第４四半期連結会計期間

の完成工事高が著しく多くなるといった季節的変動がある。
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　なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりである。

　

　建設業における受注工事高及び完成工事高の状況

(1) 受注工事高、完成工事高、繰越工事高

期別 工事種別
前期繰越
工事高
(千円)

期中受注
工事高
(千円)

計
(千円)

期中完成
工事高
(千円)

期末繰越
工事高
(千円)

当第２四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

電車線路工事 2,641,2684,573,0047,214,2723,172,2524,042,020

発変電工事 1,649,969656,0782,306,047614,0201,692,027

電灯電力工事 4,711,2874,466,4039,177,6912,566,2816,611,409

信号工事 2,167,3821,483,9483,651,3301,538,9062,112,423

電気通信工事 1,341,9581,819,2213,161,180804,2062,356,973

送電線路工事 2,476,3481,167,9493,644,2971,378,0192,266,277

合計 14,988,21514,166,60429,154,82010,073,68719,081,132

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

電車線路工事 3,138,1986,687,1049,825,3027,184,0332,641,268

発変電工事 791,4132,498,9833,290,3961,640,4271,649,969

電灯電力工事 4,576,7339,065,15413,641,8888,930,6014,711,287

信号工事 1,758,2753,252,5275,010,8032,843,4212,167,382

電気通信工事 751,1522,444,0453,195,1981,853,2391,341,958

送電線路工事 3,423,1992,230,5845,653,7843,177,4362,476,348

合計 14,438,97326,178,40040,617,37425,629,15814,988,215

(注) １　前期以前に受注した工事で、契約の更改により請負金額に変更のあるものについては、期中受注工事高にその

増減額を含む。したがって期中完成工事高にもかかる増減額が含まれる。

２　期末繰越工事高は（前期繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）である。

３　上記の金額には、消費税等は含まれていない。
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(2) 受注工事高

期別 区分 官公庁(千円) 民間(千円) 計(千円)

電車線路工事 1,037,0002,360,6643,397,664

発変電工事 9,000 252,842 261,842

当第２四半期会計期間
電灯電力工事 800,064 2,130,3642,930,428

(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

信号工事 3,980 969,277 973,257

電気通信工事 1,124,935 335,070 1,460,005

送電線路工事 ― 394,225 394,225

計 2,974,9796,442,4449,417,423

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

２　受注工事高のうち主なものは、次のとおりである。

注文者 工事件名

東日本旅客鉄道㈱ 東海道線東戸塚・戸塚間電車線路修繕その１

（独）鉄道建設・運輸施設整備
支援機構

九州新幹線(鹿児島)、熊本機器室・熊本車基間通信設備

（独）鉄道建設・運輸施設整備
支援機構

九州新幹線(鹿児島)、103k2・117k0間電車線路

鹿島建設㈱ 学習院女子中・高等科教室工事

筑波大学 筑波大学中央図書館等改修電気設備工事

(3) 完成工事高

期別 区分 官公庁(千円) 民間(千円) 計(千円)

電車線路工事 82,856 2,158,1032,240,960

発変電工事 193,399 178,147 371,546

当第２四半期会計期間
電灯電力工事 197,648 1,449,1361,646,784

(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

信号工事 64,920 1,004,6601,069,580

電気通信工事 144,035 370,242 514,278

送電線路工事 ― 833,602 833,602

計 682,860 5,993,8926,676,752

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

２　完成工事高のうち主なものは、次のとおりである。

注文者 工事件名

東日本旅客鉄道㈱ 東北幹宇都宮駅信号設備新設他

東日本旅客鉄道㈱ 常磐線ほか４線区電車線路修繕

東日本旅客鉄道㈱ 成田線外４線区電力設備修繕

東北電力㈱ 大所川線保安対策工事

日産自動車㈱ PT新棟)B棟高圧幹線、弱電幹線布設工事

　　３　完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりである。

相手先

当第２四半期会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

完成工事高(千円) 割合(％)

東日本旅客鉄道（株） 4,482,41767.1
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(4) 繰越工事高（平成20年９月30日現在）

区分 官公庁(千円) 民間(千円) 計(千円)

電車線路工事 1,864,7372,177,2834,042,020

発変電工事 835,319 856,708 1,692,027

電灯電力工事 3,183,5893,427,8196,611,409

信号工事 750,326 1,362,0962,112,423

電気通信工事 1,609,751 747,221 2,356,973

送電線路工事 ― 2,266,2772,266,277

計 8,243,72510,837,40719,081,132

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

２　繰越工事高のうち主なものは、次のとおりである。

注文者 工事件名 完成予定

東日本旅客鉄道㈱ 東海道線東戸塚・戸塚間電車線路修繕その１ 平成23年８月

東日本旅客鉄道㈱ 新鶴見・横浜間地中送電線路取替 平成23年８月

（独）鉄道建設・運輸施設整備
支援機構

九州新幹線(鹿児島)、熊本機器室・熊本車基間通信設備 平成23年２月

（独）鉄道建設・運輸施設整備
支援機構

九州新幹線(鹿児島)、103k2・117k0間電車線路 平成23年１月

鹿島建設㈱ 学習院女子中・高等科教室工事 平成23年６月

　

EDINET提出書類

千歳電気工業株式会社(E00185)

四半期報告書

 7/29



２ 【経営上の重要な契約等】

　　該当事項なし。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 業績の状況

 当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライムローンに端を発した金融市場

の混乱や原油・原材料価格の高騰により、設備投資や個人消費は減少傾向にあり、景気の減速感が強ま

る状況で推移した。

 建設業界においては、公共投資は依然として低調に推移し、また民間投資も減少傾向にあり、企業間に

おける受注・価格競争が一段と厳しさを増す中で推移した。

 このような経済動向にあって、当社は技術力と営業力の強化を図り受注の確保に努め、連結受注工事

高は９４億７千万円、連結完成工事高は６７億９千６百万円となった。

 利益については、工事原価減少に向けたコストダウンの推進等を図り、連結営業損益は３億７千１百

万円の営業利益、連結経常損益は３億６千７百万円の経常利益となった。また、連結純損益は、２億３千

１百万円の四半期純利益となった。

　部門別の業績は次のとおりである。 

〔鉄道関係工事部門〕

  鉄道関係工事については、東日本旅客鉄道株式会社等の安全・安定輸送に伴う設備更新工事及び独

立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構の新幹線工事等により、受注工事高は７０億９千４百万

円、完成工事高は５１億２千万円となった。

〔電力会社関係工事部門〕

 電力会社関係工事については、電力会社各社の送電線路の新設・改良等の工事により、受注工事高は

３億９千７百万円、完成工事高は８億８千３百万円となった。

〔官公庁・民間関係工事部門〕

 官公庁・民間会社関係工事については、教育関係施設及び金融関係施設の電気設備等の工事により、

受注工事高は１９億７千８百万円、完成工事高は７億９千１百万円となった。

　

(2) 財政状態の分析

〔流動資産〕

 当第２四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、１１９億６千４百万円となり、第１四半期

連結会計期間末に比べ９億４千４百万円増加した。これは主に受取手形・完成工事未収入金等の増加

等によるものである。

〔固定資産〕

 当第２四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、９５億６百万円となり、第１四半期連結会

計期間末に比べ１億５千９百万円減少した。これは主に投資有価証券の時価の下落等によるものであ

る。

〔流動負債〕

 当第２四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、９６億７千３百万円となり、第１四半期連

結会計期間末に比べ９億６千８百万円増加した。これは主に短期借入金等の増加等によるものである。

〔固定負債〕

 当第２四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、４２億５千６百万円となり、第１四半期連

結会計期間末に比べ２億７千万円減少した。これは主に長期借入金等の減少等によるものである。

〔純資産〕

 当第２四半期連結会計期間末における純資産の残高は、７５億４千１百万円となり、第１四半期連結

会計期間末に比べ８千６百万円増加した。これは主に利益剰余金等の増加等によるものである。
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(3) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は,営業活動及び

投資活動による資金の流出、財務活動による資金の流入により１１億８千８百万円となった。

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕

  当第２四半期連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローの流出額は１１億８千万円となっ

た。これは主に、未成工事支出金の減少及び売上債権の増加によるものである。

〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕

　当第２四半期連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローの流出額は２千５百万円となった。

これは主に、有形固定資産の取得によるものである。

〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕

  当第２四半期連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローの流入額は１１億円となった。こ

れは主に、短期借入金の純増加によるものである。

　

(4) 業務上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが事業上及び財務上の対処すべき課題について、

重要な変更はない。

　　

(5) 研究開発活動

　該当事項なし。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計

画はない。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 38,000,000

計 38,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,608,50315,608,503
東京証券取引所
市場第二部

―

計 15,608,50315,608,503― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

　

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

　

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年７月１日～
平成20年９月30日

― 15,608,503 ― 880,962 ― 545,039
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(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

東日本旅客鉄道株式会社 東京都渋谷区代々木２―２―２ 2,358 15.10

千歳従業員持株会 東京都北区西ヶ原１―52―10 1,285 8.23

住友電気工業株式会社 大阪市中央区北浜４―５―33 1,056 6.76

千歳取引先持株会 東京都北区西ヶ原１―52―10 932 5.97

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２―７―１ 734 4.70

日本電設工業株式会社 東京都台東区池之端１―２―23 665 4.26

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１―１―５ 630 4.03

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２―１―１ 387 2.48

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１―26―１ 303 1.94

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜４―５―33 292 1.87

計 ― 8,643 55.37

(注)　当社は自己株式787,844株を保有している。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

787,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

14,711,000
14,711 ―

単元未満株式
普通株式

110,503
― ―

発行済株式総数 15,608,503― ―

総株主の議決権 ― 14,711 ―

(注)　1. 「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が16,000株（議決権16個）

含まれている。

2. 「単元未満株式」には、当社所有の自己株式844株が含まれている。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
千歳電気工業株式会社

東京都北区西ヶ原
一丁目52番10号

787,000 ― 787,000 5.04

計 ― 787,000 ― 787,000 5.04
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月

最高(円) 360 349 358 377 365 350

最低(円) 319 330 340 345 340 297

(注)　株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものである。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりである。

　

　役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務取締役
電力本部東北地
区電力支社長

常務取締役 東北支店長 三　浦　保　夫 平成20年10月１日

取締役
電力本部長・
経営企画部長・
安全部担当

取締役
経営企画部長・
電力部長・
安全部担当

寺　村　明　夫 平成20年10月1日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載している。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 1,218,944 1,244,898

受取手形・完成工事未収入金等 6,942,624 8,796,583

未成工事支出金 3,315,563 2,154,549

材料貯蔵品 41,938 20,859

繰延税金資産 259,968 319,017

その他 186,935 121,141

貸倒引当金 △1,141 △2,169

流動資産合計 11,964,832 12,654,880

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 2,554,067 2,608,283

機械・運搬具（純額） 100,165 119,494

工具器具・備品（純額） 70,782 76,106

土地 3,112,168 3,112,398

リース資産（純額） 23,330 －

建設仮勘定 2,996 1,741

有形固定資産合計 ※1
 5,863,510

※1
 5,918,025

無形固定資産 6,081 7,085

投資その他の資産

投資有価証券 2,809,474 2,761,782

繰延税金資産 638,701 642,827

その他 199,730 249,677

貸倒引当金 △11,251 △63,274

投資その他の資産合計 3,636,655 3,591,013

固定資産合計 9,506,247 9,516,124

資産合計 21,471,080 22,171,005

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金 4,164,526 5,420,375

短期借入金 3,550,000 2,650,000

未払法人税等 36,493 380,413

未成工事受入金 1,292,430 601,011

完成工事補償引当金 2,914 3,013

工事損失引当金 6,150 －

賞与引当金 390,960 546,034

その他 229,786 535,010

流動負債合計 9,673,262 10,135,857

固定負債

長期借入金 1,450,000 1,750,000

退職給付引当金 2,589,922 2,552,592

役員退職慰労引当金 110,478 97,116

その他 105,754 89,391

固定負債合計 4,256,155 4,489,100

負債合計 13,929,417 14,624,958
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 880,962 880,962

資本剰余金 545,039 545,039

利益剰余金 5,765,679 5,801,928

自己株式 △261,694 △261,225

株主資本合計 6,929,986 6,966,705

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 611,676 579,341

評価・換算差額等合計 611,676 579,341

純資産合計 7,541,662 7,546,046

負債純資産合計 21,471,080 22,171,005
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 ※1
 10,353,873

売上原価 9,276,393

売上総利益 1,077,479

販売費及び一般管理費 ※2
 976,329

営業利益 101,150

営業外収益

受取利息 2,246

受取配当金 30,353

不動産賃貸料 77,103

経営指導料 19,536

その他 23,375

営業外収益合計 152,616

営業外費用

支払利息 38,823

不動産賃貸費用 51,662

持分法による投資損失 95

その他 18,259

営業外費用合計 108,840

経常利益 144,926

特別利益

貸倒引当金戻入額 7,951

特別利益合計 7,951

特別損失

投資有価証券評価損 2,516

その他 1,266

特別損失合計 3,782

税金等調整前四半期純利益 149,094

法人税、住民税及び事業税 20,810

法人税等調整額 38,546

法人税等合計 59,356

四半期純利益 89,738
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 ※1
 6,796,089

売上原価 5,957,656

売上総利益 838,432

販売費及び一般管理費 ※2
 466,665

営業利益 371,766

営業外収益

受取利息 1,729

受取配当金 3,813

不動産賃貸料 38,260

経営指導料 7,908

その他 15,765

営業外収益合計 67,477

営業外費用

支払利息 21,176

不動産賃貸費用 26,721

持分法による投資損失 8,486

その他 15,627

営業外費用合計 72,012

経常利益 367,231

特別利益

貸倒引当金戻入額 6,905

特別利益合計 6,905

特別損失

その他 632

特別損失合計 632

税金等調整前四半期純利益 373,503

法人税、住民税及び事業税 13,375

法人税等調整額 128,278

法人税等合計 141,653

四半期純利益 231,850
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 149,094

減価償却費 122,009

賞与引当金の増減額（△は減少） △155,074

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,051

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △26,000

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △98

工事損失引当金の増減額（△は減少） 2,974

退職給付引当金の増減額（△は減少） 37,329

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 13,362

受取利息及び受取配当金 △32,600

支払利息 38,823

持分法による投資損益（△は益） 95

投資有価証券評価損益（△は益） 2,516

売上債権の増減額（△は増加） 1,853,959

未成工事支出金の増減額（△は増加） △1,161,013

その他の資産の増減額（△は増加） △93,522

仕入債務の増減額（△は減少） △1,255,848

未払費用の増減額（△は減少） △29,070

未成工事受入金の増減額（△は減少） 691,418

その他の負債の増減額（△は減少） △211,912

その他 △6,088

小計 △60,694

利息及び配当金の受取額 37,497

利息の支払額 △38,714

法人税等の支払額 △360,901

営業活動によるキャッシュ・フロー △422,812

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △87,498

有形固定資産の売却による収入 232

投資有価証券の取得による支出 △676

貸付けによる支出 △9,200

貸付金の回収による収入 14,640

その他 5,428

投資活動によるキャッシュ・フロー △77,073

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 600,000

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △520

長期借入れによる収入 200,000

長期借入金の返済による支出 △200,000

自己株式の取得による支出 △469

配当金の支払額 △125,078

財務活動によるキャッシュ・フロー 473,932

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △25,954

現金及び現金同等物の期首残高 1,214,898

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,188,944
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
至　平成20年９月30日)

会計処理基準に関する事項の変更

（リース取引に関する会計基準の適用）

所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっていたが、「リース取引に関する会計基準」（企

業会計基準第13号 平成19年３月30日改正）及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第16号 平成19年３月30日改正）が

平成20年４月1日以後開始する連結会計年度に係る四

半期連結財務諸表から適用することができることに

なったことに伴い、第１四半期連結会計期間からこれ

らの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計

処理によっている。

　また、借手側の所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産の減価償却の方法については、

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用している。

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の借手側の

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引

き続き採用している。

　これによる損益に与える影響は軽微である。
 

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
至　平成20年９月30日)

（固定資産の減価償却費の算定方法）

減価償却の方法として定率法を採用している固定

資産の減価償却費については、連結会計年度に係る減

価償却費の額を期間按分して算定している。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、6,032,710千　　

円である。

 

　２　偶発債務

下記の銀行借入について保証を行っている。
従業員の福利厚生制度による住宅融資　　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　 　　　　　　　51,587千円　　　
 

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、5,931,586千　　

円である。

 

　２　偶発債務

下記の銀行借入について保証を行っている。
従業員の福利厚生制度による住宅融資　　　　　　　　　
　　　　　　　　

54,958千円　　　

　

(四半期連結損益計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
至　平成20年９月30日)

※１　当社グループの売上高は、通常の営業形態として第

４四半期連結会計期間に工事の完成引渡しが集中

するため、第１四半期連結会計期間から第３四半

期連結会計期間における売上高に比べ、第４四半

期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといっ

た季節的変動がある。

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりである。

 
　　　　　従業員給料手当　　　　　　  333,130千円
　　　　　賞与引当金繰入額             93,530
　　　　　退職給付費用                 45,584
　　　　　役員退職慰労引当金繰入額     14,937
 

　

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
至　平成20年９月30日)

※１　当社グループの売上高は、通常の営業形態として第

４四半期連結会計期間に工事の完成引渡しが集中

するため、第１四半期連結会計期間から第３四半

期連結会計期間における売上高に比べ、第４四半

期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといっ

た季節的変動がある。

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりである。

 
　　　　　従業員給料手当　　　　　　  166,239千円
　　　　　賞与引当金繰入額             45,470
　　　　　退職給付費用                 22,792
　　　　　役員退職慰労引当金繰入額      7,468
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
至　平成20年９月30日)

※　現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

    　　　　　　　　　  （平成20年９月30日現在）

現金預金勘定 1,218,944千円

預入期間が３か月超の定期預金 △30,000

現金及び現金同等物 1,188,944千円
 

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日　

至 平成20年９月30日)

１　発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式  15,608,503 株

　

２　自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式 787,844 株

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 125,987 8.50平成20年３月31日 平成20年６月30日
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日　至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期

間(自 平成20年４月１日　至 平成20年９月30日)

　全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める電気設備工事業の割合が、いずれも90％を

超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略している。

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日　至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期

間(自 平成20年４月１日　至 平成20年９月30日)

　在外子会社及び在外支店がないため、該当事項なし。

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日　至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期

間(自 平成20年４月１日　至 平成20年９月30日)

　海外売上高がないため、該当事項なし。

　

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日）

前連結会計年度末
(平成20年３月31日）

508.86円 509.11円

　

２　１株当たり四半期純利益金額等

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 6.05円 15.64円

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額

潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益金額については、潜在株式が
存在しないため、記載していない。

潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益金額については、潜在株式が
存在しないため、記載していない。

(注)　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

四半期純利益　　　　　　 （千円） 89,738 231,850

普通株主に帰属しない金額　　　 （千円） ─ ─

普通株式に係る四半期純利益 （千円） 89,738 231,850

普通株式の期中平均株式数　　　　　 （株） 14,821,408 14,820,991
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(重要な後発事象)

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　

(保安工業株式会社との合併について)

　

当社は、平成20年４月23日に締結した合併に関する基本合意書に基づき、平成20年11月13日開

催の取締役会において決議の上、保安工業株式会社（以下、「保安工業」という。）との間で、当

社を合併存続会社、保安工業を合併消滅会社とする吸収合併に関し、同日付の合併契約書を締結

した。

　

(１) 合併の目的

建設企業を取巻く経営環境は、公共工事の減少等によりここ数年極めて厳しくなっている。ま

た公共工事の調達システムにおいても総合評価入札方式導入等の大きな変革が行われ、受注を巡

る企業間の競争はますます激しくなり、建設企業各社は激変する環境への迅速な対応が求められ

ている。

当社は鉄道電気設備工事、屋内外電気設備工事、送電線設備工事を主たる事業として、保安工業

は、鉄道信号設備工事、道路施設工事、電気通信設備工事を主たる事業として、それぞれ全国エリ

アで事業展開をしているが、近年、信号設備を含む鉄道電気設備工事が増加しており、両社ともに

同分野が事業の中核になっている。今後とも鉄道分野の受注増加が期待されることから、鉄道電

気設備工事の体制強化が事業発展の要になっている。

このため、鉄道の強電部門が主体の当社と、信号部門が主体の保安工業が合併し、鉄道電気工事

体制を補完、強化し、総合力の向上を図ることにより日本有数の総合鉄道電気工事部門の確立を

目指し、鉄道事業における競争力の一層の強化を図ることとした。

また、両社の合併により、経営の合理化・効率化の徹底と企業規模の拡大による収益力の強化

を図るとともに、総合電気設備工事会社として将来必要な人材の確保・育成の充実を目指す。 

　

(２) 合併の日程

平成20年11月13日 両社の合併決議取締役会

平成20年11月13日 両社の合併契約締結

平成20年11月14日 両社の臨時株主総会基準日公告

平成20年11月30日(予定) 両社の臨時株主総会基準日

平成21年１月23日(予定) 両社の合併承認臨時株主総会

平成21年３月26日(予定) 保安工業の株式上場廃止日

平成21年４月１日(予定) 合併の予定日（効力発生日）

平成21年４月１日(予定) 合併登記日

　

(３) 合併する相手会社の名称

保安工業株式会社

　

(４) 合併の方法 

当社と保安工業は対等の精神で合併するが、合併の手続上、当社を存続会社とする吸収合併方

式を採用することとし、保安工業は解散し上場廃止となる。
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(５) 合併後の会社の名称

日本リーテック株式会社

　

(６) 合併比率

会社名 千歳電気工業 保安工業

合併比率 １ １
　

(７) 合併により発行する株式の種類及び数

普通株式　10,868,822株（予定）

ただし、当社が保有する自己株式（平成20年９月30日現在：787,844株）を合併により発行す

る新株式数の一部に充当することを現在検討しており、この結果、上記の発行株式数に変更が生

じる可能性がある。

　

(８) 増加すべき資本金・準備金・剰余金の額

　
資本金 効力発生日の前日における保安工業の資本金の額

資本準備金 効力発生日の前日における保安工業の資本準備金の額

その他資本剰余金 会社計算規則第58条第１項第３号ロに掲げる額から同号ハに掲げる

額を減じて得た額 

利益準備金 増加しない

その他利益剰余金 増加しない

　

(９) 引き継ぐ資産・負債の額

当社は、平成20年９月30日における保安工業の貸借対照表等を基礎とし、これに効力発生日前

日までの増減を加除した一切の資産・負債及び権利義務を引き継ぐ。 

　

(10) 相手会社の主な事業の内容

鉄道信号設備工事、道路施設工事、電気通信設備工事

　

(11) 相手会社の規模（連結）

 決算期 平成20年３月期

 売上高 24,352,947千円

 営業利益 1,528,708千円

 経常利益 1,517,807千円

 当期純利益 917,098千円

 資産の額 22,135,276千円

 負債の額 13,897,579千円

 純資産の額 8,237,696千円

 従業員数 594名

　

(11) 合併の時期

合併の効力発生日は、平成21年４月１日（予定）である。
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２【その他】

該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月14日

千歳電気工業株式会社

取締役会　御中

　

あ ず さ 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　河　合　　　寛　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　高　村　　　守　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている千歳電

気工業株式会社の平成20年4月1日から平成21年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（平成

20年7月1日から平成20年9月30日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成20年4月1日から平成20年9月30日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、千歳電気工業株式会社及び連結子会社の平成

20年9月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第2四半期連結会計期間及び第2四半期連結累計期間の経

営成績並びに第2四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。
　
追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成20年4月23日に締結した合併に関する基本合意書に

基づき、平成20年11月13日開催の取締役会において決議の上、保安工業株式会社との間で、会社を合併存続会

社、保安工業株式会社を合併消滅会社とする吸収合併に関し、同日付の合併契約書を締結した。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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